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製造業の規模構造について

2000年以降における製造業の規模構造の変化について

　町田　光弘
要約

　わが国の製造業企業数は、1990年代以降減少し、2000年代以降は拍車がかかっている。需要規模が縮小していく中で、小規模企業が退出していったことが主な理由である。その結果、大企業上位層が残存者として生産を増加させたことなどによって、規模構造は全体として上方にシフトした。需要の急激な縮小の下で、大規模上位層さえもダウンサイジングを迫られ、規模構造が下方にシフトしていった業種もみられる。
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１．はじめに
　「産業の種類によってそれぞれ異なる適正規模が存在し、従って適正規模の企業は平均費用がもっとも低く、また利潤も大きい（田杉（1967）p.59）」とされる
。中小企業が存立は、そうした「適正規模」が中小規模に存在するためというのが一つの考え方である
 。
しかし、観測される利潤は、同規模の企業であっても異なり、小零細企業の中にも大企業よりも高い売上高営業利益率を示す企業も少なくない
。規模のみが利潤を決定する訳ではなく、利潤率の高い企業が各規模に存在するため、「適正規模」の判断は難しい。
規模別に集計されたデータについては、製造業では、一企業（事業所）当り付加価値額はもちろんのこと、一人当たり付加価値額についても、規模とともに増大する。このことは、規模を細分化しても多くの業種について当てはまる。「けっきょく最大付加価値規模をもって最適規模と考えるかぎり、すべての業種において規模を増大するほど有利であるということを実証することができる（末松（1961）p.152）」のである。
　しかしながら、最も付加価値生産性が高い規模の企業が各市場規模を独占している訳ではない。業種によって、規模の下限、上限はあるものの、各規模に一定数の企業が存立している。「適正規模」でない企業についても市場から駆逐される訳ではなく、幅広い規模層で存立し続ける。存立をもって「適正規模」とみなすならば、すべての規模層が「適正規模」となりかねず、無意味な議論を重ねることになる。
そこで、相対的に優位性があるとみられる規模を明らかにし、その変化について検討するという手法が考えられる。その際に重要となる概念の一つが、末松（1961）が提示する「支配的規模（p.82）」である。これは、一定の産業に従事している従業者数の比較的多くを雇用している規模である。もう一つは、適度規模に幅があると捉え、それが景気変動などによって変化するという見方である。有田（1968）は、企業の「適度規模のゾーン」は、「景気の上昇期にはその上限が、下降期にはその下限がそれぞれ上昇することによって移動し、その移動におくれた企業が経営に破綻を来し、景気下降期になると中小企業の経営困難が問題化することになる（pp.156-157）」という。
規模に応じて存立の容易さは異なり、市場規模や技術的要因により、一定の規模以上又は以下の規模では経済合理的に存立が不可能になる。
そうした存立の容易さは、各規模層を取り巻く経済環境や技術的条件等によって変化し、存立が容易な規模層は相対的に拡大し、そうでない規模層は相対的に縮小する。このように考えるならば、規模構造の分布や変化をみることによって、事後的に適正規模の変化を知ることができる。
本稿では、21世紀に入ってからの製造業における存立の容易さ・困難さについて企業規模構造の変化から検討する。
２．2000～2014年の規模構造の変化
2-1　企業数の減少と出荷額の維持
　わが国の製造業は、1990年代以降縮小しており、2000年代以降は拍車がかかっている
。企業数は、2000年から2014年にかけて約31万者から約18万者へと、実に42.7％減となった
（図表1）。
一方で、製造品出荷額等については、同期間に1.6％増加している。また、従業者数については、企業数と同様に減少しているものの、減少率は19.4％に留まる。
これは、1企業当たり、従業者1人当たりの製造品出荷額等が増加して、企業数、従業者数の減少を補ったことによって、製造品出荷額等という観点では、生産力が維持されたとみることができる
。
図表１　製造業の変化（従業者４人以上）

[image: image1.emf]（単位：者、箇所、人、十億円）

2000年 2014年 増加率（％）

企業数 312,341 178,818 -42.7

事業所数 341,421 202,410 -40.7

従業者数 9,183,833 7,403,269 -19.4

現金給与総額 41,729 32,686 -21.7

製造品出荷額等 300,478 305,140 1.6

粗付加価値額 121,183 99,220 -18.1

有形固定資産 80,293 64,194 -20.1

減価償却費 10,110 7,563 -25.2


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。

（注）有形固定資産（年初現在高）及び、減価償却費は、従業者30人以上。

2-2　企業規模拡大

　従業者数の減少率よりも企業数の減少率が大きかったことから、１企業当たりの従業者数は、2000年の29.4人から2014年には41.4人へと拡大した（図表2）。
規模別に、従業者数の構成比をみると、4～9人の企業では11.4％から6.4％へと低下した。ただし、99人以下のいずれの規模層でも構成比が低下した。その一方で、100人以上のいずれの規模層でも構成比が上昇している。
企業数が減少する現代は、9人以下の零細企業が大量に廃業する中で
、規模が大きくなるほど、その減少幅は小さく、生産力のうえでは、100人を超える規模層のウェイトが高まる規模構造へと変化した。

図表２　製造業の企業規模構造の変化
[image: image2.emf]（単位：人、十億円、％）

（単位：者、人、％）

1963年 1970年 2000年 2014年

企業数 328,652 387,552 312,341 178,818

従業者数 9,470,754 11,417,655 9,183,833 7,403,269

構成比 100.0 100.0 100.0 100.0

4～9人 12.2 11.9 11.4 6.4

10～19人 9.3 10.4 9.0 8.1

20～29人 7.5 5.2 8.1 6.9

30～49人 8.7 7.2 7.1 7.0

50～99人 10.6 10.0 11.5 11.2

100～199人 9.2 9.3 11.0 11.7

200～299人 4.8 5.0 6.0 6.5

300～499人 5.4 5.8 6.2 7.8

500～999人 6.5 6.9 7.5 8.7

1000人～4999人 13.3 12.8 11.1 14.1

5000人以上 12.6 15.4 11.0 11.6

（４～19人） 21.4 22.4 20.4 14.5

（20～299人 40.7 36.8 43.7 43.3

（300人以上） 37.9 40.9 35.8 42.2

平均規模 28.8 29.5 29.4 41.4


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
（注）従業者４人以上の事業所に関する集計（以下、同様）。

企業数が増加した高度経済成長期の規模構造はどのように変化したであろうか。高度経済成長期の後半に当たる1963年と1970年の規模構造をみると、10～19人規模層の構成比が高まり、100人以上の規模層では概ね上昇した一方で、20人から99人の規模層の構成比は低下した。平均規模は1963年の28.8人から1970年には29.5人へと上昇している。
小規模な企業の参入が活発で、平均規模を低下させる要因が大きかったにも関わらず、既存企業の成長によって平均規模がわずかに引き上げられた。
一方、2000年以降においては企業規模は成長せず、規模の小さな企業の退出によって平均規模が大きく引き上げられた。
2-3　付加価値生産性の上昇
上述したように、従業者数の減少と製造品出荷額等の増加から、従業者１人当たりの製造品出荷額等の増加がうかがえた。粗付加価値額についても従業者数の減少率が粗付加価値額の減少率を上回ったことから、従業者１人当たりの粗付加価値額等（付加価値生産性）は上昇した（図表3）。
付加価値生産性の上昇は、資本投入の増加によるものとは言えない。従業者30人以上の企業についてみると、従業者1人当たりの有形固定資産額（資本装備率）が9.8％減となっている。規模別にみると、500～999人、5000人以上といった大企業での減少率が高い。国内よりも海外へと設備投資をシフトしたことが資本装備率の低下、付加価値生産性の伸び悩みに影響を与えたと考えられる。

図表３　付加価値生産性と資本装備率
[image: image3.emf]（単位：万円、％）

2000年 2014年 増加率 2000年 2014年 増加率

計 1,320 1,340 1.6 1,223 1,103 -9.8

4～9人 558 550 -1.3

10～19人 717 656 -8.5

20～29人 781 751 -3.8

30～49人 851 822 -3.5 698 589 -15.6

50～99人 962 922 -4.3 748 682 -8.8

100～199人 1,070 1,055 -1.4 833 789 -5.2

200～299人 1,317 1,322 0.4 1,000 932 -6.8

300～499人 1,471 1,337 -9.1 1,112 1,042 -6.2

500～999人 1,670 1,587 -4.9 1,372 1,145 -16.6

1000人～4999人

2,232 2,047 -8.3 1,886 1,743 -7.5

5000人以上 2,678 2,573 -3.9 1,861 1,460 -21.5

（４～19人）

628 610 -2.9

（20～299人)*

987 975 -1.2 807 743 -7.9

（300人以上）

2,120 1,966 -7.3 1,637 1,413 -13.7

付加価値生産性 資本装備率


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。

（注）付加価値生産性は、従業者１人あたり粗付加価値額。資本装備率は、それぞれ減価償却額、有形固定資産額（年初）を従業者数で割った値。資本装備率の（20～299人）は、（30～299人）についての集計。
付加価値生産性は、2000年から2014年に1.6％上昇しているものの、規模別にみると、200～299人規模の0.4％増を除き、いずれの規模層においても減少している。各規模層で生産性が低下する中で、付加価値生産性の高い規模の大きな企業の構成比が高まったことによって、全規模では生産性が高まった。
３．業種別規模構造
3-1　小分類でみた業種構造の変化
製造業の業種構造について小分類でみると、2014年に157業種、2000年には159業種あった。この間に産業分類の変更が2度あった。最大の変更点は、「新聞業」「出版業」が製造業から外れ、情報通信業に移行したことである。
そのほかにも、2000年に存在した複数部門が2014年では一つの部門に統合されたケースや、逆に一つの部門が複数の部門に分割されたケースがある。たとえば、2000年における「製糸業」「紡績業」「化学繊維製造業」「ねん糸製造業」が、2014年には「製糸業、紡績業、化学繊維・ねん糸等製造業」に統合される一方、2000年の「発電用・送電用・配電用・産業用電気機械器具製造業」は、2014年に「発電用・送電用・配電用電気機械器具製造業」と「産業用電気機械器具製造業」に分割された。小分類ベースでの統合、分割だけでなく、小分類をまたいだ再編が実施されているため、厳密な統合は困難である。
そこで、小分類ベースで概ね比較可能と考えられる部門について139業種に統合し、2時点の製造品出荷額等、従業業者数、企業数の関係を検討する
。
3-2　企業数と従業者数の変化
ある業種の市場規模が拡大すると、生産を担う企業の参入が活発になり企業数が増え、逆に、市場規模が縮小すると企業の退出が活発になり企業数が減少すると考えられる。
高度経済成長期には、消費財だけでなく資本財に対する需要も急拡大し、多くの企業が参入することにより、小零細企業を中心とした企業数が増加した。その一方で、既存企業の規模も拡大したことから、1963年から1970年において、わずかではあるが平均規模が拡大した。
これに対して、市場規模が縮小していく2000年以降には、規模縮小の影響を小零細企業の退出による影響が上回ったため、平均規模が拡大した。
製造品出荷額等の増加は、主要な生産要素である従業者数の増加をもたらし、製造品出荷額等の縮小は、従業者数の減少につながると考えられる。このため、各業種における製造品出荷額等の増加率と従業者数の増加率には正の相関が見込まれる。
2000～2014年についてみると、緩やかな相関関係がみられるが、原点よりも下方に傾向線が引かれている（図表4）。製造品出荷額が増加率を下回る従業者数増加率で需要に対応できたことがうかがえる。
図表４　製造品出荷額等の増加率と従業者数の増加率（2000年～2014年）

[image: image4.emf]y = 0.462x -19.249

R² = 0.6403

-100

-50

0

50

100

150

200

-100 -50 0 50 100 150 200 250

製造品出荷額等

増加率（％）

従業者数増加率（％）

その他の石油製品・

石炭製品製造業

石油精製業

潤滑油・グリース

製造業

非鉄金属第1次

製錬・精製業

製鉄業

航空機・同附属

品製造業


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
（注）製造品出荷額等に秘匿値がある製氷業、飼料・有機質肥料製造業、毛皮製造業、その他のなめし革製品製造業、たばこ製造業を除く134業種が対象。
傾向線の下に大きく外れる位置には、「その他の石油製品・石炭製品」「潤滑油・グリース製造業」など石油関連業種や「製鉄業」などの金属関連業種が散見される。これは、需要や生産の量的な増加というよりも、この期間に生じた原油や鉄鉱石などの価格上昇が影響しているとみられる。
そこで、従業者数の増加率を業種の成長度合いと考え、企業数の増加率との関係をみたのが図表5である。
図表５　従業者数の増加率と企業数の増加率（2000年～2014年）
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資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。

（注）2000年に従業者数の秘匿値がある製氷業、たばこ製造業を除く137業種が対象。

ここでも従業者数の増加率と企業数の増加率には相関関係がみられる。ただし、切片が-27.5となっていることから、企業数の増加率を従業者数の増加率を28ポイントも下回ったことが示されている。このため、従業者数以上に、企業数が減少した業種が多かった。
類型別にみると、第1象限に位置する「企業数・従業者数ともに増加した業種」数は6業種と少ない。第2象限に位置する「企業数が減少し、従業者数は増加した業種」数は23業種ある。最も多いのは、第4象限に位置する「企業数・従業者数ともに減少した業種」で108業種に達する。なお、第3象限に位置する「企業数が増加し、従業者数が減少した業種」は存在しなかった。
ほとんどの業種は、企業数の増加率が従業者数の増加率を下回る45度線より右下に位置しており、平均規模が拡大している。45度線より右上に位置する平均規模が縮小した業種は「ボイラ・原動機製造業」（平均規模が161人から95人へ）など6業種にすぎない。

3-3　大企業と中小企業、小規模企業
　規模構造は、業種によって大きく異なる。「毛皮製造業」「漆器製造業」のように従業者300人以上の大企業が存在せず、19人以下の小規模の企業が従業者ベースで過半を占める業種がある。その一方で、「たばこ製造業」のように従業者300人以上の大企業のみの業種、「製鉄業」のようにほぼ大企業のみといった業種もある。これらに対して、「パルプ製造業」「工業用革製品製造業」などは大企業が存在しない一方で、小規模企業の割合も極めて低い。
このようにみていくと、業種によって、最適規模が小規模、中規模、大規模と分かれていることが確認できる。
　では、2000年から2014年へとどのように変化したのであろうか。4～19人では従業者構成比が低下した業種がほとんどで、上昇した業種は9業種にすぎない
（図表6）。一方、300人以上では上昇した業種が54業種と低下した22業種を大きく上回る。なお、20～299人では上昇割合と低下割合が拮抗している。このように、多くの業種で規模構造が上方へとシフトした。
図表６　各規模において従業者構成比が上昇した業種と低下した業種数（2000～2014年）

[image: image6.emf]（単位：業種）

4～19人 20～299人300人以上

上昇 9 46 54

横這い 1 0 16

低下 116 41 22

算出不能 13 52 47

合計 139 139 139


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
3-4　各規模で従業者比率が上昇した業種
　4～19人規模の従業者比率が上昇した業種の上位3業種をみると、「漆器製造業」「下着類製造業」「ブリキ缶・その他のめっき板等製品製造業」である。これらは、国内製品に対する市場規模が3分の1へと急激に縮小した業種である。
「漆器製造業」は、300人以上の企業が2000年時点で存在しなかった（図表7）。200～299人規模において1社あったが、2014年には1社も存在しなくなった。100～199人規模も3社から1社へと減少するなど、それ以下の規模でも軒並み企業数が減少しており、多くの企業で規模縮小を進めたとみられる。「下着類製造業」と「ブリキ缶・その他のめっき板等製品製造業」でも2000年時点での最大規模の企業がなくなり、いずれの規模でも企業数を減少させている
。
市場が急激に縮小する中で、存立できる上限の規模が切り下がり、結果的に小零細企業の割合が高まった。

中規模の企業の従業者割合が高まった上位3業種はいずれも生活関連の業種である
（図表8）。
図表７　小規模企業の従業者構成比が上昇した業種

[image: image7.emf]（単位：者）

2000年2014年2000年2014年2000年2014年

計 752 288 1,378 432 278 176

4～9人 569 204 670 158 88 47

10～19人 107 60 251 145 64 43

20～29人 42 13 158 48 47 32

30～49人 13 5 123 34 30 22

50～99人 17 5 111 31 30 17

100～199人 3 1 49 9 11 11

200～299人 1 12 5 6 3

300～499人 2 1

500～999人 1 1 1 1

1000人～4999人

1

5000人以上 1

漆器製造業 下着類製造業

ブリキ缶・その

他のめっき板

等製品製造業


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
（注）各規模の従業者が全体に占める比率の2014年と2000年のポイント差上位３業種。

図表８　中規模企業の従業者構成比が上昇した業種

[image: image8.emf]（単位：者）

2000年2014年2000年2014年2000年2014年

計 66 21 2,214 925 1,080 352

4～9人 46 8 1,777 628 833 221

10～19人 9 2 288 173 151 77

20～29人 7 7 72 58 60 26

30～49人 3 2 37 39 23 21

50～99人 1 2 26 15 11 5

100～199人 12 9 1 2

200～299人 2 3 1

革製手袋製造

業

畳・傘等生活

雑貨製品製造

業

袋物製造業


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
（注）各規模の従業者が全体に占める比率の2014年と2000年のポイント差上位３業種。

市場規模は、いずれも縮小しているが、小零細企業の割合が高まった業種よりは減少幅が小さい。これら業種には300人以上の規模の企業が存在しない。「袋物製造業」では、2000年に存在した200～299人規模の１社が2014年には存在しなくなり、上限が切り下がったとも言えるが、「革製手袋製造業」「畳・傘等生活雑貨製品製造業」では、最大規模の企業数がむしろ増加している。その一方で、4～9人規模は、それぞれ46者から8者へ、1,777者から628者へと大きく減少している。「袋物製造業」についても、4～9人規模は833者から221者へと著しく減少している。市場の縮小を背景として、小零細企業が退出する中で、中小企業の中で上位規模層への集中が高まった業種である。
大規模な企業の従業者割合が高まった業種では製造品出荷額等が増加、若しくは減少率が小幅であった
。いずれの業種においても、最大規模の上限が切り上がった（図表9）。

図表９　大規模企業の従業者構成比が上昇した業種
[image: image9.emf]（単位：者）

2000年2014年2000年2014年2000年2014年

計 1,269 427 143 58

823 649

4～9人 672 148 101 28

432 264

10～19人 233 97 21 19

149 135

20～29人 130 54 12 6

88 81

30～49人 79 46 2

49 51

50～99人 86 39 4 4

55 62

100～199人 40 18 3

29 32

200～299人 13 10

12 10

300～499人 9 6 1

5 9

500～999人 4 6

3 3

1000人～4999人

3 2

1 1

5000人以上 1

1

光学機械器

具・レンズ製造

業

印刷関連サー

ビス業

農業機械製造

業（農業用器

具を除く）


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
（注）各規模の従業者が全体に占める比率の2014年と2000年のポイント差上位３業種。

４．規模構造の変化
4-1　企業規模の上限と下限
有田（1968）は、景気の上昇期にはその上限が上昇するとしている。
業種別規模別の企業数の分布から、企業規模の上限が上がった業種をみると、「パルプ製造業」や「農業用機械製造業（農業用器具を除く）」など従業者数が増加した業種が少なくない（図表10）。経済が停滞していた2000年以降においても、一部の成長業種については、企業規模の上限が上がったことが確認できる。
図表10　企業規模の上限が上昇した業種
[image: image10.emf]（単位：％）

2000年 2014年 業種

従業者

増加率

50～99人

100～199人

その他のなめし革製品製造業 -46.3

製氷業 -15.6

印刷関連サービス業 -28.0

木製容器製造業（竹・とうを含む） -49.7

パルプ製造業 53.2

その他の石油製品・石炭製品製造業 4.4

舗装材料製造業 -10.6

金属線製品製造業（ねじ類を除く） -24.0

表面処理鋼材製造業 1.2

プラスチック成形材料製造業（廃プラスチックを

含む）

-1.8

製本業、印刷物加工業 -32.7

非鉄金属第2次製錬・精製業（非鉄金属合金

製造業を含む）

26.8

武器製造業 17.5

無機化学工業製品製造業 12.4

清涼飲料製造業 10.8

動植物油脂製造業 8.6

装身具・装飾品・ボタン・同関連品製造業（貴

金属・宝石製を除く）

-6.5

ボルト・ナット・リベット・小ねじ・木ねじ等製造業 -10.9

その他の窯業・土石製品製造業 -11.5

その他のパルプ・紙・紙加工品製造業 -15.4

発泡・強化プラスチック製品製造業 -16.7

その他の繊維製品製造業 -19.2

その他の家具・装備品製造業 -22.3

製材業、木製品製造業 -55.7

農業用機械製造業（農業用器具を除く） 36.4

船舶製造・修理業、舶用機関製造業 24.5

プラスチックフィルム・シート・床材・合成皮革製

造業

16.2

医薬品製造業 0.0

その他の金属製品製造業 -0.4

光学機械器具・レンズ製造業 -17.6

平均 -5.8

500～

999人

1000～

4999人

5000人

以上

500～

999人

1000～

4999人

100～

199人

200～

299人

200～

299人

300～

499人

300～

499人


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
しかし、従業者数が減少した業種においても企業規模の上限が上昇したケースが多い。市場が縮小する中で残存者が、退出する小規模な生産者の市場を満たす中で規模を拡大させたり、生き残りのために合併を進めたりすることによる規模拡大による上限の上昇が考えられる。
一方、有田（1968）では、景気の下降期における下限の上昇についても指摘している。景気下降期に中小企業の経営困難が問題化し、小規模な企業の退出が進むことによると考えられる。
小規模な企業の存立は、需要縮小期において困難であることは事実であるが、家族経営形態を含め低コストで生存するため、小規模企業が皆無になる業種は稀である。企業規模の下限は、4人以上の事業所を名寄せした企業単位では、ほとんどの業種で4～9人以下である。
本稿の対象である139業種の中で、下限が4～9人でない業種は下記の4業種にすぎない（図表11）。そのうち、「製鋼・製鋼圧延業」及び、「非鉄金属第１次製錬・精製業」では下限規模が上昇した。一方で、「たばこ製造業」は、１社しか存在せず、その規模が縮小したため、下限が下がった。こうした業種は特殊な事例と言える。
図表11　企業規模の下限が４～９人以外の業　　　　　　　　　　　　　　　　種
[image: image11.emf]（単位：％）

2000年 2014年

従業者

増加率

製鋼・製鋼圧延業 20～29人 50～99人 9.5

非鉄金属第1次製錬・精製業 4～9人 20～29人 -19.8

製鉄業 10～19人 10～19人 -26.3

たばこ製造業 5000人以上

1000～4999人

―


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
　企業規模の上限は、上昇した業種よりも低下した業種の方が多い。上限が低下した場合には「その他の機械・同部部品製造業」を例外としてすべての業種で、従業者が減少している（図表12）。
2000年時点で中小企業のみが存在した業種では、生活用品関連業種において、急激な需要縮小の下で、中小企業の中でも、より小さい規模へとダウンサイズが進んだ。

　一方、5000人以上の巨大規模企業が存立した業種については、組立型の機械工業や素材産業も多いが、これら業種でも主に1000～4999人規模へと低下した。
図表12　企業規模の上限が低下した業種

[image: image12.emf]（単位：％）

2000年 2014年 業種

従業者

増加率

30～49人 10～19人

毛皮製造業 -83.7

100～

199人

50～99

人

革製履物用材料・同附属品製造業 -61.5

漆器製造業 -61.4

袋物製造業 -56.2

宗教用具製造業 -37.6

かばん製造業 -29.3

工業用革製品製造業（手袋を除く） -12.1

貴金属製品製造業（宝石加工を含む） -41.7

化学肥料製造業 -8.2

500～

999人

革製履物製造業 -56.8

300～

499人

コークス製造業 -54.4

下着類製造業 -70.2

ゴム製・プラスチック製履物・同附属品製造業 -64.6

外衣・シャツ製造業（和式を除く） -62.9

建具製造業 -60.1

染色整理業 -59.4

がん具・運動用具製造業 -43.0

ペン・鉛筆・絵画用品・その他の事務用品製造

業

-32.3

耐火物製造業 -25.8

造作材・合板・建築用組立材料製造業 -22.7

製鋼を行わない鋼材製造業（表面処理鋼材を

除く）

-14.2

精穀・製粉業 -7.5

製糸業、紡績業、化学繊維・ねん糸等製造業 -65.2

ブリキ缶・その他のめっき板等製品製造業 -52.3

電子応用装置製造業 -58.2

陶磁器・同関連製品製造業 -48.9

事務用・サービス用・民生用機械器具製造業 -47.4

紙製造業 -38.2

楽器製造業 -37.2

電線・ケーブル製造業 -32.0

非鉄金属第1次製錬・精製業 -19.8

ガラス・同製品製造業 -17.4

その他の化学工業 -16.9

計量器・測定器・分析機器・試験機・測量機械

器具・理化学機械製造業

-8.2

非鉄金属・同合金圧延業（抽伸、押出しを含

む）

-2.4

その他の機械・同部分品製造業 3.0

たばこ製造業 ―

平均 -39.1

5000人

以上

200～

299人

100～

199人

300～

499人 200～

299人

1000～

4999人

500～

999人

1000～

4999人


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
（注）平均は、業種別従業者増加率の単純平均。たばこ製造業を除く。
4-2　規模構造と付加価値生産性の変化
　規模別に付加価値生産性の変化を確認できる業種の中から軽工業2業種、化学工業2業種、重工業2業種、計6業種を選んで、規模構造、及び付加価値生産性の変化をみる。
　ニット生地製造業と紙製品製造業は、製造品出荷額等、従業者数が3分の2になり、粗付加価値額と企業数は半減した（図表13）。
両業種の規模構造をみると、ほぼすべての規模層で従業者数が減少しているが、4～9人層の減少が著しかったことなどから、上位の規模層の構成比が高まった（図表14、15）。
付加価値生産性については、ニット生地製造業では、2000年には規模が大きくなるほど高くなる傾向にあったが、2014年には20～29人で最も高くなっている。
図表13　各業種における変化（2000～2014年）
[image: image13.emf]（単位：％）

企業数 従業者数

製造品出

荷額等

粗付加価

値額

ニット生地製造業 -51.7 -39.5 -34.7 -49.5

紙製品製造業 -49.5 -36.1 -36.7 -47.9

化粧品・歯磨・その他の化粧用調

整品製造業

6.6 12.5 -17.3 -31.6

工業用プラスチック製品製造業 -32.1 0.3 6.7 -4.0

金属素形材製品製造業 -38.2 -4.5 12.2 -3.4

金属加工機械製造業 -28.3 -1.0 28.2 16.6


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
図表14　ニット生地製造業
[image: image14.emf]（単位：人、％、万円）

2000年 2014年 2000年 2014年 2000年 2014年

計 8,000 4,841 100.0 100.0 780 651

4～9人 2,321 974 29.0 20.1 508 573

10～19人 1,402 1,135 17.5 23.4 713 499

20～29人 1,223 699 15.3 14.4 923 830

30～49人 983 556 12.3 11.5 934 749

50～99人 1,258 802 15.7 16.6 878 783

100～199人 813 675 10.2 13.9 1,120 597

200～299人

300～499人

500～999人

1000人～4999人

5000人以上

付加価値生産

性

従業者数

構成比


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
一方、紙製品製造業では2000年において200～299人の付加価値生産性が最も高く、2014年においても同様である。500～999人層の付加価値生産性は、50～99人層が同程度である。両業種では、付加価値生産性でみた最適規模が中小企業に存在することになる。
図表15　紙製品製造業
[image: image15.emf]（単位：人、％、万円）

2000年 2014年 2000年 2014年 2000年 2014年

計 27,326 17,469 100.0 100.0 1,017 828

4～9人 4,210 1,742 15.4 10.0 548 487

10～19人 3,153 1,829 11.5 10.5 715 602

20～29人 2,900 1,900 10.6 10.9 762 664

30～49人 3,057 1,821 11.2 10.4 1,021 799

50～99人 3,869 2,331 14.2 13.3 1,033 954

100～199人 4,196 1,716 15.4 9.8 1,294 1,020

200～299人 2,650 2,059 9.7 11.8 1,694 1,051

300～499人 1,342 1,401 4.9 8.0 1,163 795

500～999人 1,949 2,670 7.1 15.3 1,240 953

1000人～4999人

5000人以上

従業者数

付加価値生産

性

構成比


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
化学工業では、化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業、工業用プラスチック製品製造業は、粗付加価値額はともに減少したものの、減少幅は前述の軽工業よりは小さい（前掲図表13）。工業用プラスチック製品製造業では、製造品出荷額等が増加した。従業者数では、両業種とも増加したが、企業数では、化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業が増加した一方、工業用プラスチック製品製造業では減少した。
　規模構造をみると、企業数が増加した化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業は、500人以上の規模の構成比が低下する一方で、50～499人までの規模は、構成比が上昇した（図表16）。付加価値生産性については、2000年には1000～4999人規模が最も高かったが、2014年にかけて大きく落ち込んだため、300～499人規模の付加価値生産性が最も高くなっている。
これに対して、企業数が減少した工業用プラスチック製品製造業では、300人以上の規模層が従業者数の構成比を高める一方で、４～９人規模層の構成比は半減した（図表17）。付加価値生産性については、規模が大きくなるほど高くなるという傾向が2000年にみられ、2014年にも変わっていない。付加価値生産性は、いずれの規模でも低下しているが、1000～4999人規模のみ高まっている。
図表16　化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業
[image: image16.emf]（単位：人、％、万円）

2000年 2014年 2000年 2014年 2000年 2014年

計 26,461 29,769 100.0 100.0 3,377 2,053

4～9人 604 496 2.3 1.7 693 772

10～19人 836 1,146 3.2 3.8 1,149 938

20～29人 1,480 1,467 5.6 4.9 1,250 886

30～49人 1,642 1,846 6.2 6.2 1,229 1,300

50～99人 3,138 4,063 11.9 13.6 3,367 1,597

100～199人 5,102 5,949 19.3 20.0 2,094 2,516

200～299人 2,238 3,151 8.5 10.6 4,018 1,467

300～499人 2,823 3,407 10.7 11.4 4,429 3,211

500～999人 2,482 2,519 9.4 8.5 3,449 2,758

1000人～4999人 6,116 5,725 23.1 19.2 5,364 2,095

5000人以上

従業者数

付加価値生産

性

構成比


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
図表17　工業用プラスチック製品製造業
[image: image17.emf]（単位：人、％、万円）

2000年 2014年 2000年 2014年 2000年 2014年

計 155,034 155,473 100.0 100.0 923 884

4～9人 19,368 9,104 12.5 5.9 558 495

10～19人 17,476 14,936 11.3 9.6 693 524

20～29人 16,513 13,500 10.7 8.7 744 643

30～49人 14,116 14,397 9.1 9.3 790 656

50～99人 25,310 23,500 16.3 15.1 852 721

100～199人 20,618 23,153 13.3 14.9 947 791

200～299人 11,706 10,859 7.6 7.0 1,060 835

300～499人 12,740 17,061 8.2 11.0 1,248 985

500～999人 8,358 10,193 5.4 6.6 1,510 1,063

1000人～4999人 8,829 18,770 5.7 12.1 1,675 1,865

5000人以上

従業者数

付加価値生産

性

構成比


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
化学工業では、付加価値生産性からみた最適規模は、退出が多く企業数が減少した工業用プラスチック製品製造業では大規模上位層となっているが、参入が多く企業数が増加した化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業では、中規模上位層から大規模下位層になっている。
　重工業では、金属素形材製品製造業、金属加工機械製造業ともに製造品出荷額等は増加したが、従業者数は微減であった。企業数はともに減少した（前掲図表13）。
図表18　金属素形材製品製造業
[image: image18.emf]（単位：人、％、万円）

2000年 2014年 2000年 2014年 2000年 2014年

計 93,438 89,214 100.0 100.0 948 959

4～9人 17,377 8,020 18.6 9.0 554 523

10～19人 13,108 10,494 14.0 11.8 711 623

20～29人 10,794 9,154 11.6 10.3 782 670

30～49人 9,648 10,602 10.3 11.9 890 758

50～99人 14,044 11,829 15.0 13.3 933 761

100～199人 8,351 11,275 8.9 12.6 970 899

200～299人 4,094 3,416 4.4 3.8 1,260 1,137

300～499人 6,106 4,280 6.5 4.8 927 1,002

500～999人 4,377 5,300 4.7 5.9 1,499 1,006

1000人～4999人 5,539 14,844 5.9 16.6 2,532 1,888

5000人以上

従業者数

付加価値生産

性

構成比


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。
図表19　金属加工機械製造業
[image: image19.emf]（単位：人、％、万円）

2000年 2014年 2000年 2014年 2000年 2014年

計 149,164 147,692 100.0 100.0 1,004 1,182

4～9人 28,944 16,878 19.4 11.4 700 660

10～19人 18,783 18,285 12.6 12.4 818 785

20～29人 13,119 12,302 8.8 8.3 850 844

30～49人 13,389 14,363 9.0 9.7 901 885

50～99人 16,966 17,950 11.4 12.2 895 921

100～199人 14,631 18,216 9.8 12.3 942 1,046

200～299人 7,368 5,493 4.9 3.7 1,125 1,235

300～499人 6,228 9,137 4.2 6.2 1,228 1,418

500～999人 15,539 10,962 10.4 7.4 1,342 1,429

1000人～4999人 14,197 24,106 9.5 16.3 1,767 2,279

5000人以上

従業者数

付加価値生産

性

構成比


資料：経済産業省「工業統計表（企業統計編）」より作成。

規模構造は、両業種ともに４～９人規模の構成比が大幅に低下し、1000～4999人規模が大幅に上昇した（図表18、19）。
付加価値生産性は、概ね規模の拡大に伴い上昇しており、最も高いのは最大規模の1000～4999人規模層である。付加価値生産性からみた最適規模は、大規模上位層にあり、その度合いが強まった。
５．結びに替えて
　2000年以降、製造業に対する需要が低迷する中で、企業数は大きく減少した。
　軽工業においては、生産規模が縮小する中で、4～9人規模の企業数の減少が著しく、退出を余儀なくされた企業が多かったと言える。その一方で、付加価値生産性からみた最適規模は、存立する規模ゾーンの最大規模ではなく、中間規模になっている。また、企業規模の上限が低下した業種も多かったことから、市場縮小の中でダウンサイジングすることで生き延びる企業群が少なくないこともみてとれた。軽工業では、規模の拡大が存立を容易にすると言えなくなっている。
　化学工業では、生産規模の縮小は軽工業ほどではなかった。企業規模の上限が上昇した業種も少なくなかった。そうしたことから、大企業上位層の構成比が高まった業種がみられる一方で、中小企業上位層から大企業下位層にかけての規模層の構成比が高まり、付加価値生産性の観点からも同規模が最適規模とみられるような業種もあった。
　重工業については、企業規模の上限が上昇した業種と低下した業種がともにみられたが、概ね、大規模上位層の構成比が高まり、付加価値生産性の観点からも大企業上位層が地位を高めた。
　わが国製造業における需要規模が縮小していく中で、小規模企業が退出していった。そうした中で相対的に大企業上位層が地位を高めていった業種や、大企業上位層が残存者として生産を増加させていった業種がある。その反面、需要の急激な縮小の下で、大規模上位層さえもダウンサイジングを迫られ、規模構造が下方にシフトしていった業種もみられる。需要縮小への対応が多様な形で進展したと考えられる。
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� 小林（1967）は、「適正企業規模」を「長期的収益性の最高となるような企業の構造の大きさ」としている（p.102）。ここで、「企業の構造」は、「製品品種・生産設備・販売施設・作業労働力・経営管理能力・管理組織・資本構成といった、企業の経営活動が営まれるための能力（capacity）の準備であり、販売能力も含む。適正企業規模の検出指標における企業利潤は、「粗付加価値」の総額を検討することになるとしているが、実際に求める場合の困難性を指摘している。


� 近年における「適正規模」論に関する諸学説を検討については、佐竹（1995）、佐竹（2008）、長谷川（2013）、藤川（2019）等を参照のこと。


� 中小企業の売上高経常利益率の平均は大企業を下回っているが、大企業の平均を上回る中小企業が、全産業においては32.3％、製造業では、27.1％、非製造業では33.0％存在している（中小企業庁（2016）p.391）。


� 1963年から2010年までの企業数、付加価値生産性、資本装備率の推移については、町田（2013）を参照のこと。


� 「工業統計表」では、従業者4人以上の事業所について、事業所単位の調査結果を、企業単位に組み替え集計したものを「企業統計編」として公表してきたが、2014年分を最後に公表されなくなった。企業従業者規模別の集計結果が不明のため、本稿では2014年との比較とした。


� 製造品出荷額等が増加する一方で、粗付加価値が額は減少している。生産工程に用いられる部材の輸入比率が高まり、付加価値率が低下しているといったことが考えられるが、この点は、別稿にて考察したい。


� ４～９人規模の減少は、１～３人規模への縮小も要因とみられる。企業統計では、従業者４人以上の事業所に関する名寄せ集計であるため、そうした変化がわからない。そこで、事業所単位の集計でみると、１～３人規模も2000年の248,292事業所から、2011年の160,205事業所へと大きく減少している（経済産業省「工業統計表」、総務省「平成24年経済センサス」）。このことから、４～９人規模であった企業が、１～３人規模へと規模を縮小させ残存しているというよりも、小零細企業の廃業が増えていることが確認できる。


� 町田（2019）では、2000年以降に中小工業の製造品出荷額等の構成比が縮小した要因について、シフト・シェア分析を用いて分析している。その結果、産業構造要因が４割で、それ以外の規模要因が６割強を占めることを明らかにしている。


� 変化を従業者数で捉えるのは、生産力を反映すると考えたからである。製造品出荷額等を用いなかったのは秘匿値が多いためである。ただし、従業者数についても2000年には秘匿値があったため、従業者規模を3区分にしても算出ができない業種が多くみられた。


� 唯一の例外は、「ブリキ缶・その他のめっき板等製品製造業」の100～199人規模が11社のまま横ばいとなっていることであるが、それ以上の規模を含めた100人以上の企業としてみると、19社から15社へと減少しており、ダウンサイジングしたことが推察される。


� 第4位は「かばん製造業」、第5位は「工業用革製品製造業（手袋を除く）」であった。


� 第4位の「表面処理鋼材製造業」は15.4％減、第5位の「その他の石油製品・石炭製品製造業」は224.0％増であった。
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